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1．はじめに 

 金沢市は江戸期において大藩の城下町であり、

第二次大戦で戦災にあわなかったことから、旧城

下町域である中心市街地約 800ha において歴史的

市街地が残存している。城下町から近代都市への

変革のために、中心市街地においては、1898（M31）

年の鉄道駅の設置とそれを一つの起点とする、

1918（T8）年からの市街電車網の整備（1967 年に

全面廃止）、1930（S5）年における都市計画道路網

の計画とその漸次的整備、1970 年代からの、拠点

的地区における市街地再開発事業が行われてき

た。 

 しかしながら、これら以外の積極的な市街地の

整備事業などはなされて来なかった。そのため、

結果的に上記の幹線的道路とその沿道以外には

歴史的市街地が残存し、重要伝統的建造物群保存

地区（以下、重伝建地区）が 4 地区、歴史的建築

物が約 6 千棟残存する。そのため、幹線道路を少

し入ると、細く複雑な街路網とともに歴史的な建

物と町並みが見られ、城下町らしい風情を今でも

感じることができる。一方、そうした歴史的市街

地は、狭隘な街路と木造建築物が集積することに

よる防災的問題を抱えている。 

 本稿では、金沢市における、歴史的市街地を対

象とする防災のための取り組みを紹介し、今後の

防災的な課題と対応について提言しようとする

ものである。 

 

2．幹線街路等の整備事業による防災 

 金沢市における幹線的道路の整備は、前節で述

べた、1918 年からの市街電車の整備によるものが

あげられる。それは、城下町時代の市街地をカ

バーするように旧街道などを拡幅して幅員15m程

度に整備された。その結果、電車の通る街路を超

えての延焼は起こり難くなったと言えよう。なお、

市街電車のための街路整備は、既存の主要街路を

拡幅するように整備され、また当時は建物の曳家

移転も多く行われたため、藩制期から継承されて

来た市街地としての構造や町並みを引き継ぐも

のであったと評価できる。 

 金沢市は、城下町時代や明治維新以降に市街地

で戦争が行われず、戦災にあわなかったことから

「四百年以上戦禍に合わない平和な都市」である

とされている。しかし、失火などによる市街地の

大火は藩政期を含み数多く経験してきている。江

戸期において百棟以上焼失の大火は 45 件と推定

され、そのうち千棟以上焼失のものは表 1 にあげ

るように 9 件みられるなど、市街地の多くが焼失

する経験をしている。最も新しい大火は、1927（S2）

年の「彦三大火」である。商店街の一角から発生

した火災により、約 16.5ha、595 棟が焼失し、733

戸が被災した。 

表 1 藩政期における金沢城下の主な大火（焼失千軒以上） 

発 生 年 焼失軒数 備  考 

163１（寛永 8）年 1,000 軒 金沢城も焼失 

1635（寛永 12）年 10,000 軒  

1676（延宝 4）年 1,300 軒  

1690（元禄 3）年 6,639 軒  

1736（享保 21）年 2,111 軒  

1759（宝暦 9）年 10,818 軒 城下町の約 9 割焼失 

1815（文化 12）年 2,000 軒  

1835（天保 6）年 2,946 軒  

1846（弘化 3）年 1,197 軒  

＊金沢市近世資料館「金沢の火事と加賀鳶展」2001 より作成 

 

 前節で述べたように 1930 年より都市計画道路

が計画決定されているが、彦三大火のときにはす

でに都市計画道路の検討が進められていたと推

定され、大火の翌日に街路計画が決定されている。

図 1 に示すように、主要な交差点間を直線的な幹

線道路で結ぶものである。その結果、城下町時代
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から継承されてきた町並みを斜めに分断するよ

うな街路体系になっている。幅員 12 間（21.6m）や

10 間（18m）の幹線道路の整備より、それを超えて

の延焼は起こり難くなり、その防災的意義は認め

られる。ただし、それらの計画理念は、主要交差

点を直線的な道路で結ぶものであり、上記のよう

に、歴史的な市街地としての脈絡を絶つように

なっている。 

 1930 年には、「彦三大火の復興街路計画」を取

り込み、当時の市街地全域をカバーするように都

市計画道路が決定されている。やはり、その計画

理念は、駅や主要交差点を直線的に結ぶもので、

藩制期からの市街地の脈絡とはあまり関係しな

いようなものになっている。その結果、一部の地

区では街区を斜めに分断するようになり、その後

の市街地整備の大きな足かせになっている。 

 市街電車のための街路整備と都市計画道路の

整備が、金沢市における中心市街地の幹線的道路

の体系を形成し、防災的には、それを超えての延

焼は起こり難くなっていることが認められる。 

 

 

図 1 彦三大火後の復興街路計画 

 

3．木造密集地区に対する消火対策 

 火災が発生したときには、消防車が駆け付け、

できるだけ早期の消火に努めることになる。金沢

市には、藩制期の加賀火消（加賀鳶）の流れを組

む消防団が小学校区単位に存在し、「梯子登り」の

技の継承などにより、その意気を繋いでいる。火

災のときには、市消防局と各消防団が連携して消

火活動に取り組んでいる。 

 前述のように、城下町のような歴史的市街地に

は、狭隘な街路網と密集した木造建築物の集積が

みられ、消火活動に困難が伴う。そのため、この

ような消火活動に困難を伴う区域を「特別消防対

策区域」として特定し、消火活動をとくに事前に

検討している。 

 特別消防対策区域は、1982 年度金沢市地域防災

計画に明記されたもので、表 2 に示すように、木

造建築物の密集度(建ぺい率)、木造大規模建築物

の有無・棟数、道路状況（消防自動車通行不能の

割合）から評価したものである。図 2 に示すよう

に旧城下町区域の周辺部において集塊してみら

れる。それらの多くは町家系地区だったところで

ある。かなりばらつきはあるが、平均で区域面積

36.4 千 m2、人口 707 人、建ぺい率 64.9％、建築物

棟数 274、木造建築物の割合 97％、小型消防車の

通行不能道路割合 42％である。藩制期の港地区

（金石）が５区域含まれるため、それを除くと面

積 808 千 m2 であり、旧城下町区域の概ね１割が

該当する。金沢市は重伝建地区が４地区と、全国

で最も多い市の一つであるが、それらの地区の全

域または一部が特別消防対策区域でもある。 

 これらの特別消防対策区域については、通常ポ

ンプ車 6 台のところ 2 台多い 8 台で消火活動にあ

たることにし、区域毎に出動体制、使用消火栓の

確認、特殊建築物や隣家と接する木造建築物の立

地などをあらかじめ把握するようにしている。 

 

4．防災のための自主条例 

 金沢市では前節のような状況を踏まえて、歴史

的市街地などにおける防災性を向上させるため、

2003 年に「金沢市における災害に強い都市整備の

推進に関する条例（通称：防災まちづくり条例）」

を制定した。同条例の中で、地区住民等が「当該

地区における災害に強い都市整備の推進に関す

る計画」を定め、市と「防災まちづくり協定」を

結び、お互いにその実現に努めるとしている。 

 前述の特別消防対策区域を対象に、住民の意向

調査を行い、受容度の高い地区から、上記の計画

と防災まちづくり協定を締結して、市と地区住民

がお互い協力して防災まちづくりを進めている。 



― 3 ― 建築防災 2022.12

 

図 2 特別消防対策区域 

 

表 2 特別消防対策区域の概要（金沢市地域防災計画のデータより筆者作成） 

 

 

これまで三地区への市事業が概ね終わり、四地区

目が進められている。それらの地区の整備は、4m

程度への道路拡幅や角切、ポケットパークの整備

とその地下への耐震性防火水槽の設置など小規

模な修復型の整備を中心としている。また、一部

ではミニ区画整理の実施なども行っている。 

 事業がおおむね完了した三地区の一つ森山地

区は、図 1 に示すように、浅野川以北に位置し、

東山ひがし及び卯辰山麓の重伝建地区と国道を

挟んで反対側になる。重伝建地区とは歴史的経緯

や地区の性状も類似している。約 8ha を対象に図

3 に示す地区施設整備計画を立案し、地区住民と

防災まちづくり協定を 2014 年に締結している。

計画では、主要な防災道路とそれ以外の防災道路

を整備することとしているが、既存建物の除却を

伴わない範囲で進めるため、いずれも幅員４m を

確保するようにしている。4m は必ずしも十分な道

路幅員とは言えないが、消防車が通行し、建築行

為が可能になる最低限の道路幅員であり、既存の

歴史的な建物や町並みを継承し、住民が比較的許

容可能な範囲で進める修復型の事業としてやむ

を得ないものと思われる。 
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図 3 森山地区における防災まちづくり計画 

 写真 1 は防災道路の整備中の状況を示している。

側溝にコンクリート蓋をして少なくとも 4m の幅

員を確保するようにしている。写真 2 は、駐車場

だったところを防災広場として整備し、その地下

に消火のための耐震性貯水漕、防災用具庫、ベン

チ兼用の防災かまどなどを整備した状況を示し

ている。 

 今後もこうした小規模ではあるが地道な修復

型の防災事業やソフトな防災活動を公民が連携

して積み重ねながら少しずつ防災性の向上を目

指すことになるであろう。そうした進め方は、歴

史的町並みの保全や継承、および、既存の住民や

コミュニティの結束や維持につながり、安全て安

心して暮らせるまちづくりのための王道でもある。 

 

  

写真 1 森山地区における防災道路の整備 写真 2 森山地区における防災広場と地下防火水漕の整備 

 

5．歴史的建築物と町並みの防災 

5．1 重伝建地区における防災 

 金沢市には重伝建地区が４地区あるが、いずれ

も木造建築物密集地域としての性格を持ち、防災

的課題を有している。市では順次地区別に防災計

画を立案し、それにもとづいた防災対策を進めて

いる。重伝建地区では、建築物とともに街路網も

歴史的な文化財として位置づけられるため、それ
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らの保全を前提として考慮せざるを得ない。その

ため、建築物の改修に対しては、表 3 に示すよう

に、「構造上主要な部分の修理や補強」など耐震性

の向上を含め、全国的にみても比較的大きい金額

の補助をするようにしている。個々の建物の改修

に合わせた漸次的なものであり、長期間を要する

施策になることはやむを得ない。また、火災の対

策としては、早期発見と初期消火に努めるため、

東山ひがし地区では、火災報知器を隣接家屋にも

通知するようなシステムを導入している。ただし、

住民側からは空き家の存在や建物の鍵の管理な

どの課題があげられている。 

 住民による初期消火が可能となるように、主計

町重伝建地区の防災計画では、易操作性の消火栓

の整備も検討されたが、市中心部にあり、消防局

の見解として規定の所要時間内に消防車が駆け

付けられること、設置場所や維持管理の困難性が

あることがあげられ、計画は見送られている。 

 また、寺町台地区では、写真 3 に示すように、寺

院の境内を借用するようにして地下に耐震性防

火水漕の整備を行った。 

 

表 3 重伝建地区における建築物の改修等への補助 

対象事業 補助率 限度額

外観、屋根・構造上所要部分修理 80% 1,500万円

構造上所要部分の補強 90% 500万円

格子の修理 90% ―

防災設備の整備 90% ―

工作物(板塀等の修理) 80% ―

外観、屋根の修景 70% 700万円

格子の修景 90% ―

防災設備の整備 90% ―

工作物(塀・垣・門等の修景 70% ―

伝統的

建造物

一　 般

建造物

 
 

 

写真 3 寺町台重伝建地区における寺院境内を活用した

耐震性防火水槽（金沢市提供） 

 

5．2 その他の建築物と町並みの防災 

 金沢市では、伝建地区ほどの歴史的建築物の集

積がみられないが、まだ一定の歴史的建築物とそ

れによる町並みが残存している区域を自主条例

（金沢市こまちなみ保存条例、1994 年）にもとづ

いて「こまちなみ保存区域」として指定している。

伝建地区制度の金沢市版といえるが、武士系 4 区

域、町家系 5 区域が指定されている。本区域にお

いても、建築物の改修等に対して補助を行ってい

る。表 4 に示すように、「保存建造物」として認定

された建物については、改修工事費について限度

額 500 万円、補助率 70％など、重伝建地区の場合

（表 3）に比較してやや少なくなるが、それでも

全国的には比較的大きい補助を行ってきている。

その中で「防災構造設備工事」に対して限度額 300

万円、補助率 70％としている。 

 これまで説明した重伝建地区やこまちなみ保

存区域以外にも旧城下町区域には数多くの歴史

的建築物が残存している。金沢市ではそれらを継

承、活用するために、建築基準法が施行された

1950（S25）年までに建築された建物を「金澤町家」

と称し、個別の建物への対応にはなるが、その改

修に対して 1998 年より補助を行うようになり、

2010 年度からは「金澤町家再生活用事業」として

改修等への支援や補助を行っている。表 5 に補助

の内容を示すが、概ね限度額は住宅 400 万円、店

舗等は 500 万円で補助率 50％である。その中で

「防災構造整備工事」には限度額 300 万円、補助

率 70％と、こまちなみ保存区域の「保存建造物」 

表 4 こまちなみ保存区域における建築物の改修等へ 

の補助 

対象事業 補助率 限度額

外観、内部の改修 70% 500万円

建築物の修繕等の設計 30% 30万円

防災設備の整備 70% 300万円

防災構造整備工事 70% 300万円

格子戸の修景 70% ―

外観、内部の改修 70% 300万円

建築物の修繕等の設計 30% 30万円

防災構造整備工事 70% 250万円

格子戸の修景 70% ―

外観の修景 70% 200万円

建築物の修繕等の設計 30% 30万円

格子戸の修景 70% ―

保存

建造物

金澤町家

上記以外

の建物
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表 5 歴史的建築物（金澤町家）に対する建築物の改修

等への補助 

対象事業 補助率 限度額

修復工事 50% 250万円

耐震性診断 ー 30万円

防災構造補強設計 2/3以内 20万円

防災構造整備工事 70% 300万円

防災構造整備工事 50% 250万円

修復工事 50% 150万円

耐震性診断 ー 30万円

防災構造補強設計 2/3以内 20万円

防災構造整備工事 70% 300万円

店舗等＊1

その他の

金澤町家＊2

＊1：「旅館」の修復工事は限度額は299万円

＊2：1950年以前建築の建物  

と同程度の補助としている。やはり、全国的にみ

ると比較的高額の補助をしており、金沢市では歴

史的な建築物や町並みを保全していくことを施

策の重点としていることがわかる。 

 

6．歴史的市街地の防災対策の可能性の検討 

 前節までに紹介してきたように、金沢市におい

ては歴史的市街地の防災施策として主として修

復型の施策を整備して対応してきている。それら

をさらに充実、補完するための施策について筆者

らは大学研究室などで研究的に取り組み、その成

果を参考文献 1)、3)などで報告してきた。 

 

6．1 まちづくり誘導手法の適用検討 

 参考文献 1）では、密集市街地における居住環

境整備のための手法として開発されてきたまち

づくり誘導手法注 1）について、金沢市寺町台地域

を事例として、まちづくり誘導手法の歴史的市街

地への適用可能性を検証している。検証には、ま

ちづくり誘導手法の制度的特徴を、「特別消防対

策区域」の住民へのアンケート調査において図と

文章で説明して賛否を問うことにより住民のま

ちづくり誘導手法に対する受容度や建物の前面

道路幅員などによる賛否の傾向などを明らかに

した注 2）。それによると図 4 に示すように、連坦建

築物設計制度やローカルルールの策定注 3）につい

て受容度が高く、道路拡幅による敷地面積の減少

が見込まれる街並み誘導型地区計画や緊急車両

の通行の困難性が解消され難い三項道路につい

ては受容度が低い結果であった。 

 

 

図 4 まちづくり誘導手法に対する住民の受容度 

 

 また、事例的な地区について、歴史的への保全

を考慮した、まちづくり誘導手法を適用して考察

を行った。その結果、複数のまちづくり誘導手法

を地区特性に合わせて適用することにより、歴史

的建築物を保全しながら、一定程度の道路拡幅と

交通ネットワークの形成が可能となり、未接道敷

地の解消などの防災的課題の解消が図られるこ

とを示すことができた。 

6．2 延焼シミュレーションによる防災まちづく

りの検討 

 歴史的市街地における防災には、大規模な事業

や建築物の建替え等が限定されざるを得ないこ

とから、個別の建築物の改修や建替えに際しての

防災性の向上を図ることを含む、修復型のまちづ

くりなどを地道に積み重ねて防災性を高めてい

く必要がある。 
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 参考文献 3）では、前述の防災まちづくり事業

の実施地区 2 地区（図 2 に示す、森山地区と横山

町地区）を事例として、火災延焼シミュレーショ

ンを行い、防災まちづくり事業の効果を検証する

とともに、さらに延焼リスクを低減するために一

定の修復型の防災事業を仮定し、その効果を検証

して考察している。 

 火災延焼シミュレーションは、建物のタイプを、

図 5 に示すように、裸木造、防火造、準耐火造、

耐火造に分類し、既往研究にもとづいて、それぞ

れの延焼限界距離を描き、それが重なり合うこと

により延焼が拡大していくことから、建物毎に四

方へ拡大する経路数を集計し、それが大きい程、

地区の延焼リスクが大きいと評価している注 4)。そ

の結果、森山地区では延焼経路数が減少せず、横

山町地区ではミニ区画整理のため一部の空き家

の除去を行ったが、3.5％しか減少しなかった。そ

のため、防災まちづくり事業では、延焼リスクの

軽減にほとんど寄与していなことがわかった。そ

れは、防災まちづくり事業は延焼経路数の多い建

物の除去等を必ずしも行ったものではないため

である。 

 そこで、歴史的建築物を保全するために改修し、

空き家の延焼経路の多いものについて一定割合

を除去し、一部の建物について建て替えるなどを

想定して火災延焼シミュレーションを行うと、3

～4 割程度の延焼リスクの低減が期待できると評

価できた。したがって、歴史的市街地の延焼対策

には、修復型まちづくりの積み重ねにより、一定

の火災延焼の低減が期待できるということが評

価できたと思われる。ただし、そのためには公民

で連携して長期間取り組む必要がある。 

 

 

図 5 防火性能別建物の分布（森山地区） 

 

7．おわりに 

 本稿では、まず金沢市の歴史的市街地における

防災性の向上の取り組みを紹介した。それらは、

修復型の防災まちづくり事業として、必要最小限

の道路拡幅により交通ネットワークを整備し、小

広場とその地下への防火水槽の設置などにより、

地区単位で進めること、また、歴史的建築物につ

いては個々の建物の改修について防災的性能を

向上させるように支援することにより、長期間を

要するが、歴史的な建築物と町並みの保全と防災

性の向上を両立させるものであることを明らか

にした。 

 また、研究的なものではあるが、歴史的市街地

におけるまちづくり誘導手法の適用による、防災

性の向上の可能性について事例的検証により考

察した。さらに、既往の研究成果にもとづいて、

防災まちづくり事業地区について延焼リスクの

低減効果を検証したところ、ほとんど低減してい

ないことを明らかにした。また、歴史的建築物の

改修や空き家の除去、および、延焼リスクの高い
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建物を中心とする建て替えの推進などにより、一

定の延焼リスクを低減することができる可能性

を示すことができた。今後の防災まちづくり事業

については、延焼リスクの低減も考慮するように

努めることが望ましい。 

 以上、本稿は、金沢市の事例についてとりまと

めているが、全国の歴史的市街地の防災の参考に

していただければ幸いである。 

 

注 

1）まちづくり誘導手法としては、街並み誘導型地区計

画、三項道路指定、連坦建築物設計制度、建ぺい率特例

許可、43 条ただし書き許可の制度があげられる。いずれ

も狭隘道路などにより、建築物の改修や建て替えができ

ない地区に、一定の住民間のルールなどによりそれらを

可能にするための修復型の整備手法である。 

2）特別消防対策区域 6 地区 628 世帯を対象にして調査票

を 2010 年に配布し、440 票（回収率 70.1％）を回収した。 

3）建ぺい率特例許可については図による説明が困難であ

ることから、「隣接する区画の所有者とともに、住民が建

替えに関するルールをつくることにより、通常より１階

の床面積を大きくすることができる（ローカルルールの

策定）」とした。 

4）延焼限界距離は、国土技術総合研究所による「防災ま

ちづくりにおける評価技術・対策技術の開発」（2003）に

依拠した。また、延焼経路の考え方については、織山他

による「延焼過程ネットワークのスケールフリー性に着

目した木造密集市街地における延焼危険建物の選択的除

去効果の実証」（日本建築学会計画系論文報告集、No.711、

2019）などに依拠している。 
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